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　近代都市の直下、しかも浅い

ところで、大規模な地震が発生

したら、いったい何が起こるの

か？　９５年の阪神・淡路大震災は、

その漠然としたイメージを一変

させたといってよい。「どのよ

うなゆれ具合であったか？」と

の問いに、多数の被災者は「何

が起こったかわからん」と語り

ました。これは直下地震のゆれ

のすごさを端的に物語っています。

犠牲者の死因の約９割は圧死で

した。ほとんどの人は就寝中に、

激しいゆれが何によるのかを知

る間もなく、倒壊した木造住宅

や家具の下敷きになったに違い

ありません。大震災では、次の

ような要因が複合して被害全体

を拡大したと考えられます。そ

れらは、①地震の規模が予想よ

りも大きい、②大規模な火災が

発生する、③地下の表層地盤が

悪い、④住宅のつくりが本質的

に弱い、⑤構造物の強度が不十

分である、⑥人口密集地が襲わ

れる、⑦都市機能の弱点をつか

れる、などです。地震は驚くほ

ど正確に弱点弱点を容赦なく突

いて、被害を拡大させたのです。

阪神・淡路大震災の教訓を大都

市の防災対策に積極的に生かし

続けねばなりません。�

　これらに鑑みて、中央防災会

議は人的被害と経済的被害の大

幅削減に向けて達成時期と減災

目標を定めた対策を提案してい

ます。まず、ゆれによる被害を

軽減するために住宅の耐震化を

加速させ、１０年後に住宅の耐震

化率９０％を目指します。また、

延焼火災を防ぐために、自助・

共助による初期消火率の向上を

はかります。これらの対策により、

死者をほぼ半減できるはずです。

国際的な大都市が直撃を受けた

場合、経済的混乱は周辺の都市

圏にとどまることなく、国内・

国外の経済活動に影響を与える

可能性も懸念されます。それを

防ぐために、中央省庁とほぼす

べての大企業はあらかじめ事業

継続計画をたてておかねばなり

ません。このように達成時期を

含めて具体的な減災目標を持っ

た対策は地震防災戦略と名付け

られ、想定東海地震などの海溝

型地震の対策にも適用されてい

ます。�

阿部　勝征（あべ・かつゆき）氏�
地震調査研究推進本部地震調査委員
会委員長。東京大学地震研究所教授
などを経て、07年より（財）地震予知総
合研究振興会地震調査研究センター所
長、東京大学名誉教授。地震学が専門。
地震防災対策強化地域判定会会長、
中央防災会議委員なども務める。�

庄内平野東縁断層帯の長期評価の�
一部改訂に関する地元説明会の開催�

地元説明会の様子�

検索�地震調査�

　地震調査研究推進本部地震調査委員会

では、庄内平野東縁断層帯の評価を平成

１７年４月１３日に公表していましたが、そ

の後、平成１８年度に産業技術総合研究所

によって行われた調査や平成２０年度から

実施しているひずみ集中帯の重点的調査

観測・研究などにより活動履歴などに関

する新たな知見が得られたことから、こ

れを基に評価の見直しを行い、一部改訂

版として１０月１９日に公表しました（評価

の詳細については本誌４～５ページ参照）。

これを受け、１０月２７日に山形県消防学校

（東田川郡三川町）で地元説明会を開催し、

発生する地震の規模、確率、地震が発生

した場合強い揺れに見舞われる地域など、

評価の概要について説明を行いました。�

　今回の地元説明会には、国の地方行政

機関、断層帯周辺の地方公共団体の防災

関係者等を中心に、７０名程度の参加があ

りました。当日は、文部科学省、気象庁、

国土地理院の担当者より、評価の内容や

断層帯周辺での地震活動および地殻変動

に関する詳細な説明が行われるとともに、

断層帯を分割した根拠や北部区間の最新

活動を特定した根拠などについて出席者

による質疑と応答が行われました。特に、

今回の評価改訂では、断層帯を二区間に

分割した上で庄内地震（１８９４年）を北部

区間の最新活動と判断したことで、想定

される地震の規模が小さくなったことや、

今後３０年間の地震発生確率が北部区間で

はほぼ０％とされたことから、今回の評

価を踏まえた地震防災対策の有り方につ

いて質疑があり、改訂された評価でも南

部区間は引き続き地震発生確率が高いグ

ループに属し、庄内平野では強い揺れに

見舞われると想定されることから、引き

続き適切な事前対策を実施することの必

要性が説明されました。�
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庄内平野東縁断層帯の長期評価の�
一部改訂に関する地元説明会の開催�

会議レポート�

地震調査委員会�

活断層の長期評価�

庄内平野東縁断層帯の長期評価の一部改訂�
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― 震災からの創造的復興の取組 ―�
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TOPICS

地球深部探査船『ちきゅう』による南海トラフ地震発生帯掘削計画の成果�

南海トラフ巨大分岐断層の�
起源と全歴史を解明�
国立大学法人 東京大学大学院理学系研究科　木村　学�
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TOPICS

緊急地震速報の予測精度向上と提供時間短縮への取組�

マグニチュード推定式を改良、�
新設観測点を追加して迅速な発表が可能に�
気象庁地震火山部地震津波監視課　下山 利浩�
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阪神・淡路大震災から１５周年を迎えて�
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月例地震活動評価�
ホームページ［http://www.jishin.go.jp/］をご覧下さい。�検索�地震調査�

141°E138°E 144°E

42°N

39°N

N=2560

141°E138°E 147°E144°E

45°N

42°N

N=1294

135°E 138°E 141°E 144°E

36°N

33°N

N=4052

132°E 134°E 136°E

36°N

34°N

32°N

N=3140

129°E 132°E126°E

33°N

30°N

27°N

N=2462

aa

bb

129°E126°E123°E120°E

27°N

24°N

21°N

N=520

aa

aa

2009年 �
11月の地震活動の評価�

�
主な地震活動�

　目立った活動はなかった。�

�

�
各地方別の地震活動 �

北海道地方�
●１１月２４日に北海道東方沖でマグニチュード（M）５.０の地震

が発生した。この地震の発震機構は北西―南東方向に圧力軸

を持つ逆断層型であった。�

�

東北地方�
●１１月２１日に福島・栃木県境〔栃木県北部〕の深さ約１０kmで

M４.５の地震が発生した。�

�

関東・中部地方�
●１１月４日に小笠原諸島西方沖〔父島近海〕でM５.６の地震が

発生した。�

●東海地方のGPS観測結果等には特段の変化は見られない。�

�

近畿・中国・四国地方�
　目立った活動はなかった。�

�

九州・沖縄地方�
　目立った活動はなかった。�

�

�

ａ）１１月２１日に福島・栃木県境でＭ４．５の地震（最大震度４）が発生し
た。�

　　気象庁はこの地震に対して〔栃木県北部〕で情報発表した。�

ａ）１１月１９日に網走支庁北見地方でＭ４．２の地震（最大震度３）が発生
した。�

ｂ）１１月２４日に北海道東方沖でＭ５．０の地震（最大震度３）が発生した。�

特に目立った活動はなかった。�

特に目立った活動はなかった。� 特に目立った活動はなかった。�

ａ）１１月２２日に福井県嶺南でＭ３．７の地震が２回（いずれも最大震度３）
発生した。�

�
（地図の範囲外）�
１１月４日に小笠原諸島西方沖でＭ５．６の地震（最大震度３）が発生した。�
気象庁はこの地震に対して〔父島近海〕で情報発表した。�

各図の縮尺は異なる。そのため、凡例のMによるマークの大きさは目安で、図中のM
のマークの大きさと同じではない。�
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定例会（平成21年12月10日）�
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各地方別の地震活動図は気象庁・文部科学省提出資料を基に作成。また
各地方の図に記載されたN＝は図中の地震の総数を表す。�

注：�この図の詳細は地震調査研究推進本部ホームページの毎月の地震活動に関する評価に掲
載。地形データは日本海洋データセンターのJ-EGG500、米国地質調査所のGTOPO30、
及び米国国立地球物理データセンターのETOPO2v2を使用。�
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　この度公表した本断層帯の長期評価は、

将来発生する地震の規模や可能性につい

て述べています。この評価への理解を深

めると共に、地震に対するイメージを持

って頂くことを目的に、想定されている

地震が発生した場合、どの程度の揺れに

見舞われる可能性があるのかについて、

計算を行いました。長期評価結果と併せ

て、防災対策の一助として頂ければ幸い

です。�

　なお、個別地域の被害想定や防災対策

の検討を行う場合は、より詳細な地震動

評価を別途行う必要があります。�

�

［解　説］�

　右の図は長期評価のような地震が発生

した場合に予測される震度分布を示して

います。（庄内平野東縁断層帯北部は長

さ約２４kmの東傾斜の逆断層ですが、今

後３０年以内の地震の発生確率はほぼ０

％となります。）�

　庄内平野東縁断層帯南部が活動した場

合、山形県東田川郡庄内町や鶴岡市・酒

田市の一部に震度６強（薄赤色）の大変

強い揺れが予測されています。庄内平野

から出羽丘陵西部にかけての範囲は震度

６弱（橙色）の強い揺れとなり、さらに

庄内平野から新庄盆地西部にかけての範

囲や秋田県にかほ市の一部は震度５強（黄

色）の揺れに見舞われます。震度５弱（黄

緑色）の揺れは、新庄盆地をはじめ、山

形盆地や秋田県由利本荘市・にかほ市の

一部にまで及んでいます。�

　なお、実際の揺れは、予測されたもの

よりも１～２ランク程度大きくなる場合

があります。特に活断層の近傍などの震

度６弱の場所においても、震度６強以上

の揺れになることがあります。�

地震調査委員会�

活断層の長期評価�

庄内平野東縁断層帯南部の地震による予測震度分布図　地震調査研究推進本部 事務局�参考�

図　庄内平野東縁断層帯の位置図�
　は断層帯の北端と南端。�
○＋は北部の南端・南部の北端�
（基図は国土地理院発行数値地図２０００００�
「酒田」「新庄」を使用）�

表　将来の地震発生確率� （評価時点は2009年1月1日）�

地震後経過率�

今後30年以内の発生確率�

今後50年以内の発生確率�

今後100年以内の発生確率�

今後300年以内の発生確率�

集積確率�

庄内平野東縁断層帯北部�

0.08－0.1もしくはそれ以上�

ほぼ0％�

ほぼ0％�

ほぼ0％�

ほぼ0％－0.01％もしくはそれ以上�

ほぼ0％�

庄内平野東縁断層帯南部�

�

項　　　目�

庄内平野東縁断層帯�

秋田�

山形� 仙台�

盛岡�

鶴岡市�

庄内町�

酒田市�

庄

内

平

野

東

縁

断

層

帯

�

北

　

部
�

南

　

部
�

下当断層�

野沢断層�

観音寺断層�

松山断層�

通越断層�

月光川断層�

遊佐町�

 0.05 －   1.2�

 ほぼ0％ －   6％�

 ほぼ0％ － 10％�

 ほぼ0％ － 20％�

 ほぼ0％ － 50％�

 ほぼ0％ － 80％�

庄内平野東縁断層帯の長期評価の一部改訂�
ホームページ［http://www.jishin.go.jp/］をご覧下さい。�検索�地震調査�

　地震調査研究推進本部地震調査委員

会は、「庄内平野東縁断層帯の長期評

価の一部改訂」をとりまとめ、平成２１

年１０月１９日に公表しました。ここで

はその概要を紹介します。�

　なお、庄内平野東縁断層帯の評価は、

平成１７年４月１３日に公表していますが、

その後、最近の調査結果により、活動

履歴などに関する新たな知見が得られ

たことから、これを基に評価の見直し

を行い、一部改訂版としてとりまとめ

ました。�

�

�
�位置及び形態�
　庄内平野東縁断層帯は、山形県飽

あく

海
み

郡遊
ゆ

佐
ざ

町から酒田市東部、東田川郡庄

内町を経て鶴岡市に至る断層帯です。�

長さは約３８kmで、ほぼ南北方向に延

びており、断層の東側が西側に対して

相対的に隆起する逆断層です。本断層

帯は、過去の活動時期の違いから、庄

内平野東縁断層帯北部と庄内平野東縁

断層帯南部に区分されます。�

　庄内平野東縁断層帯北部は、飽海郡

遊佐町から酒田市東部を経て東田川郡

庄内町に至る断層帯です。長さは約

２４kmで、ほぼ南北方向に延びており、

断層の東側が西側に対して相対的に隆

起する逆断層です。�

　庄内平野東縁断層帯南部は、酒田市

東部から東田川郡庄内町を経て鶴岡市

に至る断層帯です。長さは約１７kmで、

ほぼ南北方向に延びており、断層の東

側が西側に対して相対的に隆起する逆

断層です。�

�

�過去の活動�

　庄内平野東縁断層帯の過去の活動は

次のようであった可能性があります。�

（１）庄内平野東縁断層帯北部�

●最新の活動�

　１８９４年（明治２７年）庄内地震�

●平均活動間隔�

１千－１千５百年程度もしくはそれ

以下�

●１回のずれの量�

　２m程度（上下成分）�

（２）庄内平野東縁断層帯南部�

●最新の活動�

約３千年前以後、１８世紀（１７８０年）

以前�

●平均活動間隔�

　約２千５百－４千６百年�

●１回のずれの量�

　１－２m程度（上下成分）�

�
�断層帯の将来の活動�
　庄内平野東縁断層帯は、過去の活動

と同様に北部と南部の２つの区間に分

かれて活動すると推定されますが、断

層帯全体が１つの区間として同時に活

動する可能性もあります。�

（１）庄内平野東縁断層帯北部�

　全体が１つの区間として活動する場

合、マグニチュード（M）７.１程度の地

震が発生すると推定されます。その際、

断層の近傍の地表面では、断層の東側

が西側に対して相対的に２m程度高ま

る段差や撓
たわ

みが生じる可能性がありま

す。庄内平野東縁断層帯北部の最新活

動後の経過率及び将来このような地震

が発生する長期確率は表に示すとおり

です。�

（２）庄内平野東縁断層帯南部�

　全体が１つの区間として活動する場

合、M６.９程度の地震が発生すると推

定されます。その際、断層の近傍の地

表面では、断層の東側が西側に対して

相対的に１－２m程度高まる段差や撓

みが生じる可能性があります。庄内平

野東縁断層帯南部の最新活動後の経過

率及び将来このような地震が発生する

長期確率は表に示すとおりです。本評

価で得られた地震発生の長期確率には

幅がありますが、その最大値をとると、

本断層帯南部は、今後３０年間に地震

が発生する確率が我が国の主な活断層

の中では高いグループに属することに

なります。�

　�

　庄内平野東縁断層帯全体が同時に活

動する場合には、M７.５程度の地震が

発生すると推定されます。庄内平野東

縁断層帯全体が同時に活動する場合の

確率は、北部が単独で活動する場合の

確率を超えないものと考えられます。�

今後30年以内に地震が発生する可能性：  高いグループ�

庄内平野断層帯南部�

point

由利本荘市�

にかほ市�

遊佐町�

庄内町�

新庄市�

山形市�

酒田市�

鶴岡市�

強い揺れになる地域の広がりの目安を
示したものです。実際は予測よりも大
きな揺れになる場合があります。�

横手市�

予測震度用の活断層モデル�
�
�
震源断層モデル�
�
�
鉄道�
�
�県境�

震度�
3以下�4 5弱� 5強� 6強�6弱� 7

庄内平野東縁断層帯南部�
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倒壊した阪神高速道路神戸線�

（人と防災未来センター提供）�
被災者でいっぱいになった体育館�

（人と防災未来センター提供）�

48,300戸の応急仮設住宅を設置�

（人と防災未来センター提供）�

共同仮設店舗パラール�
復興フォローアップ委員会（H21.12.1）�

生活復興相談員の訪問活動�

１  被害の概要��
　平成７年１月１７日５時４６分、淡路

島北部を震源にマグニチュード７.３の

大都市直下型地震が発生しました。�

　この地震では観測史上初の震度７を

記録し、甚大な被害が発生しました。

直接被害額は約１０兆円、死者・行方

不明者数は６,４３７名にのぼりました。�

�

�

２  復興の取組�
�

（１）緊急・応急対応期�
�発災直後から避難所期：�

H７年１月～８月�

　発災直後から、家屋の下敷きになっ

た人々の多くを家族や近隣の住民が助

け出しました。地元の警察や自衛隊だ

けでは対応できず、全国から応援が駆

け付け懸命の救出・救助活動が行われ

ました。約３２万人が学校など１,０００

カ所を超える避難所に避難しました。�

　応急仮設住宅は、被災者の不安解消

のため、希望者全員入居の方針を打ち

出し、平成７年８月までに４万８,３００

戸を設置しました。全国から、多くの

ボランティアが駆け付けたほか、約

１,８００億円もの義援金や多くの救援物

資が寄せられました。�

　震災により、電気、ガス、水道など�

のライフライン、鉄道や高速道路など

の交通インフラが甚大な被害を受けま

した。全国からの応援を得て、ライフ

ラインは３か月の間にほぼ復旧が完了、

交通インフラでは８月に被災地の鉄道

全てが運行を開始しました。�

　まちの復興のためには大量のがれき

の早期撤去が必要となり、特例により

公費による解体・撤去を実施しました。�

　無秩序な建築活動による密集市街地

の再現を防ぐため、２か月間の建築制

限を実施しましたが、その間での関係

者の十分な合意形成は困難なため、二

段階の都市計画決定という手法で事業

の早期推進を図りました。�

　単に震災前の状態に戻すのではなく、

未来を創造する「創造的復興」を目指

し、平成７年７月、阪神・淡路震災復

興計画を異例のスピードで策定。県民

総意のもと被災地主体の復興の取組が

スタートしました。�

（２）復旧期�
�
仮設住宅期：H７年９月～１０年３月�

　被災者は、順次避難所を出て仮設住

宅に入居し、平成７年８月には、ほぼ

避難所が解消されました。仮設住宅の

入居者は募集・抽選を原則とし、高齢

者などには優先枠を設けて早期の入居

を促進しました。結果として震災前の

近隣関係を持ち込めず、高齢者などが

集中した団地ができるなど、新たなコ

ミュニティづくりが必要となりました。

入居者の交流拠点として設置したふれ

あいセンターは、ボランティアなどの

被災者支援の活動拠点ともなりました。�

　インフラ、住宅、産業の３つの緊急

復興３か年計画を策定し、重点的に取

り組んだ結果、平成１０年３月までに

目標の水準を総量的にほぼ達成しまし

た。�

　インフラでは、阪神高速道路が平成

８年９月末に全線開通。神戸港も平成

９年３月末に復旧工事を完了するなど、

主なインフラは復旧を完了しました。�

　住宅は、災害復興公営住宅の入居者

の一元募集や家賃の特別減免など被災

者ニーズに対応した供給を実施し１０

年３月末には計画（１２万５,０００戸）

を上回る１６万９,０００戸が供給されま

した。�

　産業では、企業誘致や起業家支援等

のため（財）阪神・淡路産業復興推進

機構（HERO）を設立するとともに、

産業復興条例等による企業の誘致や投

資の促進を図りました。震災で落ち込

んだ観光客を取り戻すため、観光復興

キャンペーンを展開。仮設工場や仮設

店舗への入居も促進し、大手企業の生

産再開も順調に進み、平成９年度末に

は純生産で震災前の水準を上回りまし

た。�

�

（３）復興前期�
�
恒久住宅移行期：�

H１０年４月～１２年３月�

　災害復興公営住宅の整備に伴い、仮

設住宅から恒久住宅への移行が本格化

し、ボランティアによる引っ越し手伝

いなどが行われました。�

　生活援助員（LSA）に続き、復興

公営住宅に生活復興相談員が配置され、

閉じこもりがちの高齢者を訪問するな

ど、新たな住宅で順調に生活できるよ

う様々な支援が行われました。�

　被災者の円滑な生活再建を促すため、�

復興基金を活用し生活再建支援金など

の現金給付制度を創設。これが突破口

となり被災者生活再建支援法が成立し

ました。被災地への遡及適用はありま

せんでしたが、国会の附帯決議に基づ

き被災者自立支援金が創設され、復興

基金により、法に相当する程度の現金

給付がなされました。�

　商店街等のにぎわいの回復や、空き

地や空き店舗等を解消するため、復興

大バザールなどのイベントや小規模事

業者への事業再開支援などを引き続き

行いました。�

　平成１０年１２月にNPO法（特定非

営利活動促進法）が施行されましたが、

阪神・淡路大震災復興支援館（フェニ

ックスプラザ）内に生活復興NPO情

報プラザを開設するなど、NPO ／

NGOを新たな市民社会の担い手とし

て捉えた支援策を展開しました。�

　震災から５年、この間に講じてきた

幅広い分野にわたる震災対策を国際的

な視野と長期的な展望をもって総合的

に検証する震災対策国際総合検証に取

り組みました。�

�

（４）復興後期�
�本格復興期：H１２年４月～�

　復興計画の前期５か年の検証を踏ま

え、後期５か年推進プログラムを策定

し、復興計画の効果的な推進に努めま

した。�

　災害復興公営住宅では、高齢化率が

５割近くとなり、高齢者の見守り体制

を強化したSCS（高齢世帯生活援助員）

の配置や看護士等が健康相談を行う「ま

ちの保健室」の開設などに取り組みま

した。�

　住宅再建では、被災者生活再建支援

法の２度の改正により、最高３００万円

の支給が可能となるなど、公的支援が

充実しました。しかし、なお不十分な

ため、兵庫県では５,０００円の掛金で最

高６００万円の支給となる住宅再建共済

制度を全国に先駆けて創設しました。�

　経済・雇用対策では、被災地再開発

ビルの空き床等への入居促進、中小企

業向け融資の償還延長、観光キャンペ

ーンに取り組むほか、（財）新産業創

造研究機構（NIRO）による新産業の

創造支援を行いました。�

　震災の経験と教訓を継承・発信する

ため、国の支援も得て、平成１４年４

月に人と防災未来センターを開設しま

した。�

　平成１７年１月には国連防災世界会議

を開催し、「兵庫行動枠組」の採択な

ど国際防災協力にも取り組んでいます。�

　平成１７年３月に復興計画の期限を

迎えるに当たり、復興１０年総括検証

を実施。この検証で提言のあった高齢

者の自立支援やまちのにぎわいづくり

など、残された課題解決に向け、平成

１７年度以降設置されている復興フォ

ローアップ委員会の提言を受け、現在

も取組を進めています。�

　阪神・淡路大震災から平成２２年１月１７日で１５年。兵庫は今、復旧・復興のステー

ジを乗り越え新たな兵庫づくりに向けて歩んでいます。しかし、災害復興公営住宅

での高齢者の自立支援や、未だにぎわいの戻っていない地域の回復など、被災地の

残された課題にも引き続き取り組んでいます。�

　ここでは、被災から１５年間の復興の取組をフェーズごとに紹介します。�

�

死者�

行方不明者数�

負傷者数�

住家被害数�

焼損棟数�

避難者数�
※ピーク:平成7年1月23日�

被害総額�

6,434人�

3人�

43,792人�

63万9,686棟�

7,574棟�

31万6,678人�
（1,153箇所）�

9兆9,268億円�
（平成7年4月5日推計）�

被害の内容�区　分�

●被害の概要�

震災からの創造的復興の取組�

阪神・淡路大震災から�

15周年を迎えて�
兵庫県企画県民部防災企画局復興支援課副課長　亀井　浩之�
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図１ 新宮港に戻ってきた「ちきゅう」（独立行政法人海洋研究開発機構提供）�

図３ 分岐断層浅部地震反射断面および掘削結果、堆積層の年代（Strasser et al., 
2009より） Myrは百万年�

図４ 分岐断層の起源と発達史を示す簡略図（Strasser et al., 2009に加筆）�
結果を総合した、分岐断層の活動開始（195万年前）、隆起と活動の再活発化（155
万年前）を示す。�

(c)JAMSTEC/IODP(c)JAMSTEC/IODP

（CCD：炭酸塩補償深度※6）�
�

図２ 南海トラフ掘削位置図（a）、地震反射断面と解釈、および掘削地点（Strasser et al., 2009より）�

a b

図3

海底地すべり�

プレートの沈み込み�

海底地すべり�

155万年前以降�
巨大分岐断層として再活性化、全体が隆起する。�
124万年前以降には浅い部分でさらに分岐�
Since 1.55 Myr�
-Megasplay fault activation,uplift and formation of forearc-high�
-Alternating periods of high and low activity�
-Backwards branching likely sincẽ1.24 Myr

155万年前�
155万年前まで、断層活動は継続しつつも、�
スローダウン。�
1.55 Myr�
-Continuously decreasing displacement along �
the initial OOST between 1.8 and 1.55 Myr�
-In-sequence forward imbrication

180万年前�
195万年前に活動を開始した断層に沿って�
活発に活動�
1.8 Myr�
-Start of OOST at̃1.95 Myr�
-High initial activity phase and mass-wasting�
-8.6 m kyr-1 horizontal displacement�
-Reduced forward imbrication

220万年前�
断層形成以前海溝近傍�
̃2.2Myr�
-Sedimentation in emerging slope basin�
-In-sequence forward imbrication

�
プレートの�
沈み込み�

分岐
断層
�

ユーラシア�
プレート�

フィリピン海�
プレート�

太
平
洋�

プ
レ
ー
ト�

南�

反�

本�

海トラフでは歴史的に繰り返し

海溝型巨大地震が発生し、津波

とともに甚大な被害を及ぼしてきまし

た。地震調査研究推進本部は、今後３０

年以内の発生確率は東南海地震で６０

～７０%、南海地震で５０～６０%と評

価しています。（確率の算定基準日は

２００９年１月１日）�

　この地震を引き起こす断層は、プレ

ート境界断層とともにそこから分岐し

た断層であるとの推定が、反射法地震

探査による研究と、過去の地震・津波

の記録による逆解法※１によってなさ

れてきました。�

　統合国際深海掘削計画（IODP※２）・

南海トラフ地震発生帯掘削計画※３は、

この地震発生断層を地球深部探査船「ち

きゅう」（図１）によって直接掘削し、

地震準備・発生過程を解明する他、孔

内の連続観測を実施することにより、

来るべき東南海、南海地震の発生に備

えるというものです。�

　その第１ステージは、断層を含めて

海底下の浅い部分を掘削し、活動の全

貌と現在の状態を把握する事を目的と

して実施されました（図２）。�

　第３１６次研究航海は、断層近傍から

直接試料を回収することにより、分岐

断層※４の起源と歴史を解明すること

をその目的の一つとしました。�

�

�

�

射法地震探査によって得られ

ている地下の構造により、掘

削目標地点と深度を選定しました。�

　掘削によって回収された堆積物、堆

積岩について、海底の崩壊によって形

成されたもの、静的に沈殿した泥質堆

積物、混濁流によって移動し堆積した

もの、火山灰などを特定しました。ま

た、堆積物全体の鉱物組成について分

析し、それらに含まれるナノプランク

トンなどの化石により時代を特定しま

した。さらに堆積物が堆積する際に獲

得する堆積残留磁気の測定と、地磁気

の逆転史の比較により、時代をより正

確に絞り込みました。�

　これらの結果を、反射法地震探査に

よって得られている、地質の構造の形

成と断層の活動の歴史に組み込み、活

動時期を決め、活動の度合いを定量化

し、評価しました（図３）。�

�

�

�

積物と堆積岩の年代決定の結果

より、分岐断層の活動の開始は

１９５万年前まで遡る事が判明しました。

また鉱物組成分析、とくに炭酸塩であ

る方解石※５含有率測定の結果、当初

の深度は炭酸塩補償深度※６（４０００m

程度）より深く、海溝の近傍であった

と推定されます。�

　また当初の変位速度は大きいもの

でしたが、一旦変位速度が落ち、１５５

万年前ほどから再び活発化し、急速に

隆起したことも判明しました。この過

程でほぼ現在の状態に近づいたと推定

できます。地震・津波発生断層として

機能しはじめたのはこの時以降と推察

されます。�

　１２４万年前以降は、分岐断層は海底

直下の浅い部分ではより分岐し、現在

に至っていることが明らかとなりまし

た（図４）。�

�

�

�

成果は、これまでの南海トラフ

の断層と地震活動の歴史を大き

く塗り替えるものであると同時に、こ

の分岐断層が今後の東南海、南海地震

においても活動することを強く示唆 

しています。断層そのものの詳細な研

究は継続中であり、また、第２ステー

ジ南海トラフ地震発生帯掘削計画では、

この分岐断層に孔内観測装置設置のた

めの準備が行われました。�

　来年度以降実施予定の第３ステージ

では、分岐断層の深部、地震発生領域

まで掘削予定です。南海トラフにおい

て、「ちきゅう」超深度掘削により海

溝型巨大地震発生断層における準備・

発生過程の解明に迫る計画は、前人未

到の研究計画であり、その成果の社会

的還元も大きく期待されるところです。�

※1　逆解法　陸上における地震と海岸部での津
波の記録から、逆にそれらを説明しうる断層面の
上でのすべりを推定し、破壊領域の範囲とすべり
量を見積もる方法。�
※2　統合国際深海掘削計画（IODP）　日本・米
国が主導国となり、平成15年（2003年）10月か
ら始動した多国間国際協力プロジェクト。現在、
欧州、中国、韓国、豪州、インド、ニュージーラ
ンドの24ヶ国が参加。日本が建造・運航する地球
深部探査船「ちきゅう」と、米国が運航する掘削
船を主力掘削船とし、欧州が提供する特定任務掘
削船を加えた複数の掘削船を用いて深海底を掘削
することにより、地球環境変動、地球内部構造、
地殻内生命圏等の解明を目的とした研究を行う。�
※3　「南海トラフ地震発生帯掘削計画」では、プ
レート境界断層および津波発生要因と考えられて
いる巨大分岐断層を掘削し、地質試料（コア・サ
ンプル）の採取や掘削孔内計測を実施することに
より、プレート境界断層内における非地震性すべ
り面から地震性すべり面への推移及び南海トラフ
における地震・津波発生過程を明らかにすること
を目的としている。本計画は、全体として4段階
（ステージ）に分けて掘削する計画で、紀伊半島
沖熊野灘において南海トラフに直交する複数地点
を掘削する予定。第1ステージは平成19年9月
21日から平成20年2月5日まで実施した。�
※4　分岐断層　プレート境界から分岐する断層で、
地震発生帯の一部を構成する。巨大地震発生時の
破壊領域の一部となり、海底に到達した部分は津
波を起こす原因になると考えられている。�
※5　方解石　鉱物の一種でCaCO3の化学組成
を持つ。石灰岩の主要構成鉱物である。�
※6　炭酸塩補償深度　炭酸塩である炭酸カルシ
ウムからなるプランクトンの殻は、死後マリンス
ノーとして海底へ落下していくが、落下に際し、
殻は表面から海水中に徐々に溶解して行く。完全
に溶解によって消失してしまう深度を炭酸塩補償
深度という。その深度は、海面付近でのプランク
トン生産量と海水の温度圧力、海水中のイオン濃
度によって異なるが、日本近傍ではだいたい
4000m以上である。�
文献：Strasser, M., Moore. F. G., Kimura, G., 
Kitamura, Y., Kopf. A., Lallemant, S., Park, J.-O., 
Screaton J.E., Su, X., Underwood, B.M. and Zhao, 
X., Origin and evolution of a splay fault in the 
Nankai accretionary wedge, Nature Geoscience, 
2, 648-652, doi:10.1038/NGE0609, 2009 

地球深部探査船『ちきゅう』による南海トラフ地震発生帯掘削計画の成果�

南海トラフ巨大分岐断層の�
起源と全歴史を解明�

はじめに�

研究方法の概要�

考察と今後の展望�

堆�
結果の概要�

木村　学（きむら・がく）氏�
東京大学大学院理学系研究科教授。1981年北
海道大学大学院理学研究科・地質学鉱物学専
攻修了。香川大学講師・助教授、大阪府立大
学教授を経て、1997年より現職。専門は構造
地質学・テクトニクス。IODP南海地震発生
帯掘削計画第316次航海で共同首席研究者を
務めるとともに、同計画中核チームメンバー、
構造地質専門コーディネータ。新学術領域（領
域提案型）「超深度掘削が拓く海溝型巨大地
震の新しい描像」（平成21年度発足）代表研
究者。元日本地質学会長、現（社）日本地球
惑星科学連合会長、日本学術会議連携会員。�
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図１ 緊急地震速報の仕組み（概念図）�

図２ 緊急地震速報で活用している気象庁観測点（▲）と新たに活用を開始した観測点（△）�

図３ 東南海OBS活用前の警報の猶予時間（左）と東南海OBSの活用に
よる警報の猶予時間（右）�

図４ 改良式適用前の警報の猶予時間（左）と改良式適用により想
定される警報の発表による猶予時間（右）�

★震央、数字は猶予時間（秒）、黒線は猶予時間の等値線。0秒の内側（赤網掛けの部分）は猶予時間が無い地域を表す。図中の▲は地震観測点�
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※わずか数秒でも、時間がたつにつれ精度はよくなるが、強い揺れには間に合わなくなる�
※地震を検知してから発表する情報であり、「地震予知」ではない�

ただちに解析して、瞬時に提供�

他の地震計でも�
次々に揺れを感知�

P波�

P波�

S波�

地震発生�

数
秒�

（
時
間
の
流
れ
）�

数
十
秒�

〜�

気象庁�

地震波を解析�
●地震波の来た方向�
●震源までの距離�
●地震の規模�

震源の位置�
マグニチュードを�

推定�

精度の良い�
続報を発表�

緊
急
地
震
速
報�強い揺れが到達� 震度を予測�

S波�P波�

S波�P波�

S波� P波�

初期微動初期微動�主要動主要動�

初期微動初期微動�主要動主要動�

初期微動�主要動�

初期微動�主要動�

平�

緊�

緊�

緊�

気�

平�

成１９年１０月に緊急地震速報の

一般向けへの提供を始めてから、

約２年が経ちました。緊急地震速報は、

コンピューターの自動処理により、地

震が発生した直後の少ない観測データ

を基に、地震の発生場所や規模を推定

し、各地で強い揺れが始まる前に、予

測した揺れの強さや到達時刻を伝える

ことを目的とするものです。気象庁で

は、緊急地震速報をより有効に利活用

していただけるよう、緊急地震速報の

仕組みや限界、利用の心得などを周知・

広報するとともに、予測精度向上や提

供時間短縮に関する様々な取組を行っ

ています。本稿では、平成２１年８月

から実施した予測精度向上、提供時間

短縮への取組を紹介します。�

�

�

�

急地震速報の技術は大きく分け

て二つの柱があります。一つは

「素早く地震発生を捉え、発生場所や

その規模（マグニチュード）を推定す

る」、もう一つは「推定した地震の場所・

規模から、揺れの程度（震度）や到達

時刻を予測する」です。緊急地震速報

では、この二つを地震発生を捉えた直

後の少ないデータで迅速に行なうこと

が必要です。近年の情報通信技術の進

展やコンピューター性能の向上などの

環境が整ったこと、また、少ない観測

データで地震の発生場所・規模を推定

する新たな手法が開発されたことによ

り、緊急地震速報は実現しました。緊

急地震速報の仕組みの概念を図１に示

します。�

�

�

�

�

�

象庁では、緊急地震速報の予測

精度向上のために、観測点の増

強や観測データ処理手法の改良など様々

な取組を進めています。取組の一環と

して、平成２１年８月３日から、次の

二つの事項を実施しました。�

１．新設観測点の緊急地震速報への活

用�

２．改良したマグニチュード推定式の

適用�

　これらは、緊急地震速報の技術の一

つの柱「素早く地震発生を捉え、発生

場所やその規模を推定する」の精度向

上を目指したものです。�

�

�

�

�

成２０年に整備した東海・東南

海沖のケーブル式海底地震観測

システム（東南海OBS ※）の５点及

び島しょ部の観測点（「奄美大島西古見」、

「八丈島樫立」）の２点の観測データの

緊急地震速報への活用を開始しました

（図２）。�

　これらの新設観測点のデータを活用

することにより、新設観測点の周辺で

発生した地震に対し、地震を検知する

までの時間が短縮され、緊急地震速報

の発表タイミングが早くなります。�

　平成１６年９月５日１９時０７分に発生

した紀伊半島沖の地震（マグニチュー

ド７.１、最大震度５弱）を例として、

東南海OBSを活用した場合に、テレビ・

ラジオ等を通じて発表する緊急地震速

報（警報）（以下、警報）の発表タイ

ミングが活用しない場合に比べてどの

くらい早くなるかシミュレーションし

ました。その結果を、図３に示します。�

　東南海OBSの観測データを活用す

ると、より早く地震を検知できるため、

緊急地震速報が間に合わない範囲（赤

色の円の中）が小さくなり、一方、間

に合う範囲では強い揺れが来るまでの

猶予時間が長くなります。例えば、震

度５弱を観測した和歌山県新宮市では

５.４秒の猶予時間が１４.０秒になります。�

�

�

�

�

急地震速報におけるマグニチュ

ードの推定は、最初に伝わる地

震の波であるP波だけで推定する方

法と、次に伝わるS波も含んだデー

タで行う方法があります。これはその

時に得られているデータに応じて２つ

の方法を観測点ごとに使い分けて用い

ています。�

　今回、最初に伝わるP波だけで推

定する方法を見直し、改良したマグニ

チュード推定式の適用を開始しました。

これは、旧来の推定式では、規模の大

きな地震に対して、実際より小さいマ

グニチュードを推定してしまう傾向が

認められたため、その点を改良したも

のです。この改良は、気象庁で開催し

た学識者等からなる緊急地震速報評価・

改善検討会及び同会技術部会の検討結

果を踏まえたものです。�

　この改良式により、P波の段階での

マグニチュード推定がより適正化され、

早い段階から大きな地震の規模を的確

に把握でき、警報の発表が迅速に行な

えます。�

　例えば、平成２０年７月２４日の岩手

県沿岸北部の地震（M６.８、最大震度

６弱）でシミュレーションした結果を

図４に示します。この地震は、地震検

知から２０.８秒後に警報を発表してい

ますが、改良式を用いた場合、地震検

知の４.４秒後に警報を発表することが

できます。以前のものでは岩手県のほ

ぼ全域で警報が間に合っていません（赤

色の円の範囲）でしたが、今回の改良

で早い段階でのマグニチュードの推定

精度が向上することにより、全ての地

域で猶予時間が見込まれます。�

�

�

�

急地震速報の処理は、気象庁と

財団法人鉄道技術総合研究所の

共同研究成果をもとに気象庁が開発し

た処理と、独立行政法人防災科学技術

研究所（以下、防災科研）が中心とな

って開発した処理を組み合わせていま

す。ここで述べた精度向上の技術は、

気象庁が開発した処理に適用していま

す。２つの処理は別々の観測網のデー

タを使用しています。具体的には、気

象庁の開発した処理では気象庁の観測

網のデータを、防災科研の開発した処

理では防災科研の高感度地震観測網（以

下、Hi-net）のデータを使用してい

ます。平成２１年１０月に運用を開始し

た気象庁の新しいシステムでは、両観

測網のデータを、双方の処理に適用す

ることが可能です。これにより、気象

庁による南西諸島などの島しょ部の観

測網とHi-net による内陸の高密度な

観測網が組み合わされ、緊急地震速報

の精度向上が期待されます。現在、組

み合わせた処理の評価を進めています。�

　本稿で紹介した取組は、「素早く地

震発生を捉え、発生場所やその規模を

推定する」技術に関するものです。気

象庁では、緊急地震速報がより有効に

活用されるように、もう一つの柱「推

定した地震の場所・規模から、揺れの

程度（震度）や到達時刻を予測する」

技術の改良も含め、今後も、緊急地震

速報の精度向上に関する様々な取組を

行います。�

※Ocean Bottom Seismograph（海底地震計）�

�

緊急地震速報の予測精度向上と提供時間短縮への取組�

マグニチュード推定式を改良、�
新設観測点を追加して迅速な発表が可能に�

はじめに�

おわりに�

緊急地震速報の技術�

新設観測点の緊急�
地震速報への活用�

改良したマグニチュード�
推定式の適用�

予測精度向上、�
提供時間短縮への�
取組�

下山　利浩（しもやま・としひろ）氏�
気象庁地震火山部地震津波監視課 調査官 平
成9年気象庁入庁。総務部企画課、地震火山
部管理課、国土交通省河川局砂防部砂防計画
課、地震火山部地震予知情報課等を経て現職。
平成20年度は気象庁・消防庁「震度に関する
検討会」の事務局を担当、平成21年4月より
緊急地震速報担当。�
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奄美大島西古見�

東南海OBS

八丈島樫立�


